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コーポレートガバナンス

Corporate Governance

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、

株主利益の最大化であり、有機的な経営組織と、

経営理念を最上位の概念とする経営体系を設けています

THKのコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、株

主利益の最大化です。その観点から、以下のような有機的な経

営組織と、経営理念を最上位の概念とする経営体系を設けてお

ります。

基本的な経営構造

取締役会は16名の取締役で構成されています。現時点では社

外取締役は設置していませんが、経営に対する責任を明確にす

るために取締役の任期を1年としています。また、経営監督機

能と業務執行機能を分離させるため、役付取締役は業務執行を

兼務しないこととしています。そのうえで、取締役会の機能を

さらに有効に発揮せしめるために、役付取締役から構成される

経営会議を設置しています。経営会議は、戦略的観点から経営

に関する基本的方向を決定しており、併せて取締役会での議論

に必要な情報を担当セクションから収集し、必要に応じて弁護

士や公認会計士等の第三者の立場から意見を聴取したうえで

議論し、情報と論点を整理しています。取締役会ではこれをも

とにさらに議論を重ね、会社としての最終的な経営意思決定を

行っています。

監査役会は監査役4名（うち社外監査役2名）で構成されていま

す。監査役は会計監査人と連携し、随時会計監査人から監査の

経過、内容につき報告を受けており、監査の実施状況、結果につ

き把握するようにしています。また、内部監査室を設置し、内

部監査規定に基づいて、業務執行の忠実性、確実性、合理性、さ

らには経営効率性を評価すべく、内部監査を恒常的に実施して

います。監査役は監査業務に必要な事項を内部監査室所属の

職員に指示するとともに、内部監査室と連携して監査手続きを

遂行しています。

また、当社を含めた国内の全グループ会社の監査役は、定例の

連絡会を開催し、監査慣行についての情報を交換しています。



コーポレートガバナンスの概要

組織形態 監査役設置 
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コーポレートガバナンスの組織図
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THKは、法律、規則および規制を完全に遵守し、実態に則した

「社内規範」や社会情勢を考慮した「倫理規範」を作成するため

に、コンプライアンス委員会を設立しています。株主や投資家

の皆様の信頼にお応えするために、コンプライアンス委員会を

柱として社内体制の強化を図るとともに、アカウンタビリ

ティーを果たします。

戦略的計画および透明性

THKのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、

株主利益の最大化です。経営の透明性を高めるために、経営理

念を最上位の概念とし、長期経営目標、中期経営計画、年度計画

からなる経営体系と進捗状況をステークホルダーに対し定期

的に発表しています。THKの経営理念および現在の長期経営

目標、中期経営計画は以下の通りです。

長期経営目標

当社の持つ競争力をフルに発揮し、世界のトップメーカーとし

ての地位をより強固なものにするために、当社は2001年の創

業30周年に際して長期経営目標、「2010年度ビジョン」を策定

しました。長期経営目標は「世にない新しいものを提案し、世

に新しい風を吹き込み、豊かな社会作りに貢献する」という当

社の経営理念を実践すべく、2010年度までの10年間の当社の

進むべき方向、あるべき姿を明確に提示するためのものです。

長期経営目標では、「グローバル展開」と「新規分野への展開」に

よるビジネス領域の拡大を目指しています。

中期経営計画

長期経営目標の達成に向けて、より具体的な中期経営計画が策定

されています。長期経営目標が2010年度をターゲットにした

フィックスドプランであるのに対し、中期経営計画は3年単位

で作成し、前年における進展と事業環境の変化を考慮して毎年

修正されるローリングプランとなっています。中期経営計画

は、長期経営目標と各部門の毎年度の事業戦略をつなぐスケ

ジュール・プログラムと位置づけられています。当社の経営計

画の最大の特徴は、トップダウンで決定された長期経営目標

と、ボトムアップで作成された部門別の事業戦略との組み合わ

せによって構成されていることです。これによって、常に計画

の整合性と実現可能性が維持されています。中期経営計画の

役割は、長期経営目標と、各部門の事業戦略との間に一貫性を

持たせる、言い換えれば、各部門の事業戦略を経営の観点から

チェックすることにあります。THKは、2006年5月に、2006年

度から2008年度までを対象とする中期経営計画を発表いたし

ました。計画の骨子は下図のとおりです。

留保利益に関する基本的な姿勢

当社の留保利益に対する基本姿勢は、株主に対する利益還元

と、長期経営目標の達成に向けた事業活動への再投資です。今

後とも長期的な資金需要を勘案の上、安定した配当を継続的に

行うことを基本としつつ、株主資本の充実とともに積極的な利

益配分をおこなっていきます。

世界経済好調持続の可能性
原油価格、原材料価格の高止まり
企業活動の変革のスピードアップ

2006年度重点施策

グローバル戦略の推進
新規開拓市場の継続的拡大
企業活動の変革推進

事業環境の変化とTHKグループへの影響中期経営戦略と2006年度重点施策

グローバル体制の確立
売上高ピークの更新

モノづくりの抜本的な見直しの継続的推進
新製品の継続的開発・投入

個力の強化

中期経営戦略



2004 2005 2006 2007（E） 2008（E） 2009（E）

売上高 119,253 147,158 158,412 175,000 200,000 240,000

営業利益 16,231 25,974 27,079 34,000 42,000 56,000

売上高営業利益率（%） 13.6 17.7 17.1 19.4 21.0 23.3

2004 2005 2006 2007（E） 2008（E） 2009（E）

アジア他 5 3,226 3,080 5,000 2,500 3,000

欧州 2,038 732 861 1,400 3,000 2,000

米州 173 683 680 800 1,000 1,000

日本 4,089 7,783 5,096 12,800 9,500 9,000

2004 2005 2006 2007（E） 2008（E） 2009（E）

アジア他 26 480 586 970 1,140 1,320

欧州 563 509 566 610 720 840

米州 421 481 502 530 570 600

日本 3,114 3,379 3,412 3,550 3,650 3,750
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利益計画
（百万円） （%）

3月31日に終了した1年間

6,307

12,425
9,719

20,000

16,000

設備投資額
（百万円）

15,000

従業員数
（人）

4,124
4,849 5,066

5,660 6,080
6,510




